
公益法人
の区分

国所管、
都道府県
所管の区
分

応札・応
募者数

装備品等の維持・整備に対するＰ
ＢＬの適用拡大に向けた検討（そ
の２）
１件

支出負担行為担当官
防衛装備庁長官官房
会計官付経理室長
中村　惠一
東京都新宿区市谷本
村町５－１

R7.9.1

ボストン・コンサル
ティング・グループ
合同会社
東京都中央区日本橋
室町３丁目２番１号

2010001029085
企画競争を実施した結果、該者の企画が優れてい
たため。
（会計法第２９条の３第４項）

41,112,500 41,112,500 100.0% 62160

令和７年度における装備品等の製
造体制の拡充に関する検討役務
（電子部品）
１件

支出負担行為担当官
防衛装備庁長官官房
会計官付経理室長
中村　惠一
東京都新宿区市谷本
村町５－１

R7.9.3
株式会社東芝
東京都港区芝浦１－
１－１

2010401044997

１２式地対艦誘導弾能力向上型用の構成品として
使用されているホーミング装置を用いた構成品の
開発・製造及び試験等の実施について必要な知
識、技術を有していることが必要不可欠であり、
上記を資格要件として公募を実施した結果、応募
者が該者１者のみであるため。
（会計法第２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
が類推される
おそれがある
ため公表しな
い。

21,934,000 - 62151

令和７年度における誘導弾用の構
成品（発射筒）に係る製造態勢の
改善に係る検討役務（その２）
１件

支出負担行為担当官
防衛装備庁長官官房
会計官付経理室長
中村　惠一
東京都新宿区市谷本
村町５－１

R7.9.3
株式会社日本製鋼所
東京都品川区大崎１
－１１－１

5010701019531

１２ＳＳＭ用の発射筒のＣＦＲＰを用いた構成品
の開発・製造及び試験等の実施について必要な知
識、技術を有していることが必要不可欠であり、
上記を資格要件として公募を実施した結果、応募
者が該者１者のみであるため。
（会計法第２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
が類推される
おそれがある
ため公表しな
い。

62,085,100 - 62152

次世代機雷探知技術の性能確認試
験に係る解析役務（その２）
１件

支出負担行為担当官
防衛装備庁長官官房
会計官付経理室長
中村　惠一
東京都新宿区市谷本
村町５－１

R7.9.3
三菱重工業株式会社
東京都千代田区丸の
内３丁目２番３号

8010401050387

自律型水中航走式機雷探知機ＯＺＺ－５及び次世
代機雷探知技術の研究試作（その１）並びに次世
代機雷探知技術の研究試作（その２）の構成、構
造、機能・性能に関する知識及び技術が必要不可
欠であり、上記を資格要件として公募を実施した
結果、応募者が該者１者のみであるため。
（会計法第２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
が類推される
おそれがある
ため公表しな
い。

119,900,000 - 77053

ＡＳＭ－３の経年変化試験のうち
ＩＲＢ経年変化試験役務
1件

支出負担行為担当官
防衛装備庁長官官房
会計官付経理室長
中村　惠一
東京都新宿区市谷本
村町５－１

R7.9.4
三菱重工業株式会社
東京都千代田区丸の
内３丁目２番３号

8010401050387

ＡＳＭ－３の経年変化用推進薬の機械特性変化の
傾向や、ＩＲＢについての構造、性能及び機能に
関する知識及びＩＲＢの経年性を評価できる技術
が必要不可欠であり、上記を資格要件として公募
を実施した結果、応募者が該者１者のみであるた
め。
（会計法第２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
が類推される
おそれがある
ため公表しな
い。

268,789,400 -
07国-
17

ＡＳＭ－３（改）の性能確認試験
（第１次ＰＳ試験）のためのデー
タ取得役務
１件

支出負担行為担当官
防衛装備庁長官官房
会計官付経理室長
中村　惠一
東京都新宿区市谷本
村町５－１

R7.9.5
三菱重工業株式会社
東京都千代田区丸の
内３丁目２番３号

8010401050387

ＡＳＭ－３（改）の構成、機能及び性能に関する
専門的知識並びにフィジカルシミュレーション試
験におけるデータ取得の知見等の技術が必要不可
欠であり、上記を資格要件として公募を実施した
結果、応募者が該者１者のみであるため。
（会計法第２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
が類推される
おそれがある
ため公表しな
い。

76,522,600 - 77054

令和９年度音響測定艦の概算要目
資料に関する基礎資料作成
１件

支出負担行為担当官
防衛装備庁長官官房
会計官付経理室長
中村　惠一
東京都新宿区市谷本
村町５－１

R7.9.10
三菱重工業株式会社
東京都千代田区丸の
内３丁目２番３号

8010401050387

競争に付した結果、予定価格の制限に達した者が
いないことにより再度入札を行ったが、落札者が
いなかったため。
（会計法第２９条の３第５項、予決令第９９条の
２）

同種の他の契
約の予定価格
が類推される
おそれがある
ため公表しな
い。

40,700,000 - 40018

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量

契約担当官等の氏名
並びにその所属する
部局の名称及び所在

地

契約を締結
した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

法人番号
随意契約によることとした会計法令の根拠条文及

び理由
（企画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率

付紙様式第４



公益法人
の区分

国所管、
都道府県
所管の区
分

応札・応
募者数

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量

契約担当官等の氏名
並びにその所属する
部局の名称及び所在

地

契約を締結
した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

法人番号
随意契約によることとした会計法令の根拠条文及

び理由
（企画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率

付紙様式第４

次期戦闘機と連携する無人機の開
発に関する検討役務その２（その
１）
１件

支出負担行為担当官
防衛装備庁長官官房
会計官付経理室長
中村　惠一
東京都新宿区市谷本
村町５－１

R7.9.10
三菱重工業株式会社
東京都千代田区丸の
内３丁目２番３号

8010401050387

「ＮＡＷ207207 次期戦闘機と連携する無人機に関す
る情報提供－当初回答」、「ＮＡＷ207739 次期戦闘
機と連携する無人機の開発に関する検討役務（その
１）成果報告書」及び「ＮＡＷ207750 次期戦闘機と
連携する無人機の開発に関する検討役務（その１）記
入フォーマット」の内容に係る技術及び知識が必要不
可欠であり、上記を資格要件として公募を実施した結
果、応募者が該者１者のみであるため。
（会計法第２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
が類推される
おそれがある
ため公表しな
い。

72,175,400 - 70174

物品管理におけるシステム改修
１件

支出負担行為担当官
防衛装備庁長官官房
会計官付経理室長
中村　惠一
東京都新宿区市谷本
村町５－１

R7.9.10

株式会社プロフェー
ス・システムズ
東京都中央区日本橋
箱崎町１８番１１号
ＣＯＳＭＯ８－４階

2010001127112

物品管理システムのソフトウェアに係る業務機能、ソ
フトウェアを動作させるシステムに係る知識及びソフ
トウェアとＣＯＴＳ（WebKCore）アプリケーション間
でソフトウェアコンポーネントが相互に情報等をやり
取りするためのインターフェース（ＡＰＩ）仕様・設
定等に係る構造の知識が必要不可欠であり、上記を資
格要件として公募を実施した結果、応募者が該者１者
のみであるため。
（会計法第２９条の３第４項）

6,611,000 6,160,000 93.1% 70175

島嶼防衛用新対艦誘導弾の要素技
術の性能確認試験（発射試験（＃
１））に関する試験支援作業
１件

支出負担行為担当官
防衛装備庁長官官房
会計官付経理室長
中村　惠一
東京都新宿区市谷本
村町５－１

R7.9.10

川崎重工業株式会社
兵庫県神戸市中央区
東川崎町３丁目１番
１号

1140001005719

島嶼防衛用新対艦誘導弾についての構造、性能、
機能に関する知識及び技術が必要不可欠であり、
上記を資格要件として公募を実施した結果、応募
者が該者１者のみであるため。
（会計法第２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
が類推される
おそれがある
ため公表しな
い。

565,290,000 - 77056

航空機用機能性塗料に係る検討役
務
１件

支出負担行為担当官
防衛装備庁長官官房
会計官付経理室長
中村　惠一
東京都新宿区市谷本
村町５－１

R7.9.11

ジャパンマリンユナ
イテッド株式会社
神奈川県横浜市西区
みなとみらい４丁目
４番２号

8020001076641

赤外線シミュレーションを用いた定量的評価を実
施する技術及び知識かつ装備品等向けの赤外線低
減塗料の製造等にかかる技術及び知識が必要不可
欠であり、上記を資格要件として公募を実施した
結果、応募者が該者１者のみであるため。
（会計法第２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
が類推される
おそれがある
ため公表しな
い。

21,206,900 - 70177

テレメータ送信装置点検装置（新
島用）の目標観測弾対応型への改
修
1件

支出負担行為担当官
防衛装備庁長官官房
会計官付経理室長
中村　惠一
東京都新宿区市谷本
村町５－１

R7.9.12
三菱重工業株式会社
東京都千代田区丸の
内３丁目２番３号

8010401050387

目標観測弾についての専門的知識及び技術が必要
不可欠であり、上記を資格要件として公募を実施
した結果、応募者が該者１者のみであるため。
（会計法第２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
が類推される
おそれがある
ため公表しな
い。

73,286,400 -
07国-
18

０３式中距離地対空誘導弾（改善
型）能力向上の性能確認試験（第
１次発射予備試験）に関する試験
支援作業
１件

支出負担行為担当官
防衛装備庁長官官房
会計官付経理室長
中村　惠一
東京都新宿区市谷本
村町５－１

R7.9.16
三菱電機株式会社
東京都千代田区丸の
内２丁目７番３号

4010001008772

０３式中距離地対空誘導弾（改善型）能力向上に
ついての構造、性能、機能に関する知識及び技術
が必要不可欠であり、上記を資格要件として公募
を実施した結果、応募者が該者１者のみであるた
め。
（会計法第２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
が類推される
おそれがある
ため公表しな
い。

527,010,000 - 77057

スタンド・オフ電子戦機の表示シ
ンボルのＪＡＤＧＥ適合化等作業
1件

支出負担行為担当官
防衛装備庁長官官房
会計官付経理室長
中村　惠一
東京都新宿区市谷本
村町５－１

R7.9.19
三菱電機株式会社
東京都千代田区丸の
内２丁目７番３号

4010001008772

スタンド・オフ電子戦機（その１）妨害収集装置
（１）操作表示装置（１）及びスタンド・オフ電
子戦機（その３）妨害収集装置（２）操作表示装
置（２）の設計・製造及びＪＡＤＧＥのシンボル
の表示技術に関する知識及び技術並びに設備が必
要不可欠であり、上記を資格要件として公募を実
施した結果、応募者が該者１者のみであるため。
（会計法第２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
が類推される
おそれがある
ため公表しな
い。

195,085,000 -
07国-
19



公益法人
の区分

国所管、
都道府県
所管の区
分

応札・応
募者数

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量

契約担当官等の氏名
並びにその所属する
部局の名称及び所在

地

契約を締結
した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

法人番号
随意契約によることとした会計法令の根拠条文及

び理由
（企画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率

付紙様式第４

三音速風洞装置の点検整備
１件

支出負担行為担当官
防衛装備庁長官官房
会計官付経理室長
中村　惠一
東京都新宿区市谷本
村町５－１

R7.9.30

川崎重工業株式会社
兵庫県神戸市中央区
東川崎町３丁目１番
１号

1140001005719

契約履行に必要となる三音速風洞の製造図書等を
利用できることが証明できることが必要不可欠で
あり、本契約への新規参入者を募る公示を常続的
に行っているところ、当該公示への応募者が該者
１者のみであるため。
（会計法第２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
が類推される
おそれがある
ため公表しな
い。

761,046,000 - 70198

将来の無人機に係る研究開発に資
する調査役務
１件

支出負担行為担当官
防衛装備庁長官官房
会計官付経理室長
中村　惠一
東京都新宿区市谷本
村町５－１

R7.9.30

ボストン・コンサル
ティング・グループ
合同会社
東京都中央区日本橋
室町３丁目２番１号

2010001029085
企画競争を実施した結果、該者の企画が優れてい
たため。
（会計法第２９条の３第４項）

38,225,000 38,225,000 100.0% 70201

※公益法人の区分において、「公財」は「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」をいう。
（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。


